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オープン市場短信 (2016 年 3月) 

2016.3.10 

 

◆ 2 月のＣＰ市場動向 

2月のＣＰ（短期社債）月末残高は、16兆5493億円と前月比▲1760億円の減額

となった。前年同月比も▲3088億円の減額となり、5か月連続して前月を下回る

結果となった。前月比ベースでみると、一般事法が＋6234億円の増加となった

ものの、日銀の「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」政策導入の影響を受

け、金融機関が▲4431億円と大きく減少した。また、その他金融で▲838億円、

ＡＢＣＰで▲2725億円とそれぞれ減少した。 

発行レートの動きについては、「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」政策

導入により、発行期間や金額を問わず、多くの銘柄で0.001%割れでの出合いが

観測される等、レート低下が進む動きとなった。 

 

【新発3Ｍ物の発行レート】 

最上位銘柄（a-1+格）0.001%割れ～0.0095%。一般事業法人（a-1格）0.001%割

れ～0.018 %。その他金融銘柄（a-1格）0.001%割れ～0.04%。 

 

 

【業態別残高内訳】 
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【格付け別の発行レート】 

 

≪ＣＰオペ≫ 

ＣＰ買入オペは、5日・16日が各々3500億円、24日が4000億円にてオファーさ

れた。前月より、各回ともに500億円増額となった。発行レートのゼロ金利化が

進むなか、ＣＰ買入オペの按分レートはゼロ金利の壁を打ち破り、マイナス金

利へ突入した。具体的にはＣＰオペの按分レートは、16日分▲0.019%（マイナ

ス初）、24日分▲0.298%（マイナス幅拡大）となった。  

 

 

 【月末オペ残高：2兆3534億円】  

 

≪ＡＢＣＰ≫ 

ＡＢＣＰの月末残は、過去最低水準の1兆3126億円（前月比▲2725億円）とな

った。 

 

≪短期社債登録状況≫ 

証券保管振替機構によると、2月末時点における発行登録企業数は変わらず、

513社であった。 
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≪ＣＰ現先市場≫ 

現先（S/N）レートは、発行市場と同様に「マイナス金利付き量的・質的金融

緩和」政策導入の影響を受け、レート低下が進み0.0001%近辺での出合いとなっ

た。 

 

◆ 3 月のＣＰ市場動向 

3月のＣＰ償還額は4兆4880億円と、前年同月の償還額（約5兆3600億円）を下

回っている（除く、相対発行分・金融機関発行ＣＰ・ＡＢＣＰ）。 

今月の発行動向は、本決算期末を控え総じて減少が見込まれる。一般事法は

有利子負債の圧縮目的から期越え発行額を抑え、3月末償還等ショートターム物

中心の発行となると思われる。金融機関は、「マイナス金利付き量的・質的金

融緩和」政策導入後、資金調達ニーズが著しく後退しているため、今月も発行

減となるだろう。期越物発行は、長めの資金調達ニーズの強いその他金融に偏

るものと思われる。 

一般銘柄では、期内物は0.001%割れ～0.01%近辺、期越物では0.001%割れ～

0.03%近辺での出合いとなろう。その他金融・リース銘柄(ａ-1格銘柄)の3Ｍ物

では、0.001%割れ～0.03%近辺の動きを予想する。 

 

≪ＣＰオペ≫ 

今月のＣＰオペのオファーは、7日・17日で5000億円、28日で6000億円と、増

額を予定している（前月は、3500億円×2回と4000億円×1回であった）。 

7日オファー分では、平均落札レートが▲0.109%と過去最低レートを更新した。

按分レートは▲0.198%となり、応札可能銘柄が増加した要因により、前回（2/24

オファー分）より上昇した。次回以降のＣＰオペでは、オファー額の多さと期

越え発行の減少等を勘案し、オペレートは低下地合いが継続すると思われる。 

 

≪ＣＰ現先市場≫ 

債券レポレートは▲0.01%～▲0.10%でスタートし、現状▲0.06～▲0.08%程度

の出合い。期越えレート水準は、▲0.09%～▲0.13%程度の出合いが予想される。 

ＣＰ現先レートもレート低下が進んではいるが、現状マイナス金利での出合い

の実績は無い。0.002%～0.0001%程度の出合いを予想する。 
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参考資料 

短期社債月末残高（Ｈ26 年 3月～Ｈ28 年 2月） 

 

2 月末発行残高ベスト 10 

 

参考出所 (株)証券保管振替機構 
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